
戦略核戦力の3本柱

（略）
非戦略核兵器
　米国およびNATOのDCA（核・非核両用戦術航空機）は、米国の自由落下爆弾とともに、ヨーロッ
パのNATO諸国に前方配備されている。それらの前線における存在は、潜在的な敵対国の抑止と同
盟国の保証に大きく貢献している。その存在は、米国がエスカレーションに対応するために前方展
開された能力を有しているという潜在的な敵に対する明確な抑止信号である。米国は、必要に応じて、
DCA及び核兵器を北東アジアなどの他の地域に配備することができる。（本文48ページ）

（略）

Ⅷ 核兵器インフラ
（略）
　出現する可能性のある課題に対処する態勢を維持するため、米国は将来のリスクを回避する柔軟
性を必要とする。その結果、NNSA（国家核安全保障管理局）は、迅速に試作品を作成するアプローチ
を探求し、柔軟性と応答性を向上させるための弾頭の改良というオプションを発展させ、将来のリ
スク回避用の備蓄を増強するための退役弾頭と部品の可能性を調査し、本格的な核実験を再開する
ことなく何が証明できるかをよりよく理解するために過去と現存の弾頭の設計を調査する。求めら
れる柔軟性に対する追加の対策としては、本格的な開発に入るという決定から弾頭の設計、開発、お
よび最初の製造までに必要な時間を短縮することである。
NNSAは、核兵器の開発と製造のインフラストラクチャに加えて、要請があれば地下核実験を再開
する能力を維持する。米国は、包括的核実験禁止条約に対する上院の批准を求めることはしないが、
1992年に始まった核実験モラトリアムを引き続き遵守する。この態勢は、深刻な技術的あるいは
地政学的課題の対処に必要であれば、米国は核実験再開の準備ができていなければならないという
理解の上に採用された。（本文63ページ）

（略）

出典：米国防総省HP
https://media.defense.gov/2018/Feb/02/2001872886/-1/-1/1/2018-NUCLEAR-
POSTURE-REVIEW-FINAL-REPORT.PDF
アクセス日：2021年4月16日

核抑止に関するロシア政策の基本原則
2020年6月2日、ロシア政府は「核抑止に関するロシア連邦国家政策の基

本原則」を公表した。同文書には核抑止政策の原則や核兵器使用に移るため
の条件が記されており、この種の文書の全文公開はロシアの文書としては初
めてである。本節では同文書のうち、核抑止の本質と核兵器使用に移行する
条件を述べた部分を訳出する。

❖核抑止に関するロシア連邦国家政策の基本原則
（抜粋）❖

Guid
e

（略）
II. 核抑止の本質
9．核抑止は、ロシア連邦および（または）その同盟国に対して攻撃を加えた
場合、報復を受けることが不可避であることを潜在的敵国が確実に理解するこ
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とを目的としている。
10．核抑止は、いかなる状況においても核兵器の使用によって潜在的敵国に受
け入れ難い損害を確実に与えることができる戦闘準備を整えた部隊と手段が、
ロシア連邦軍のなかに存在すること、また、ロシア連邦がそうした武器を使用
する準備と決意を有することによって確保される。
11. 核抑止は、平時においても、直接的な侵略の脅威がある時においても、戦
時においても、核兵器の実際の使用に至るときまで、確保される。
12．主要な軍事的危険は、軍事政治的および戦略的状況の変化に応じて、ロシ
ア連邦への軍事的脅威（侵略の脅威）に発展し得るが、それを相殺するために
核抑止が行使されるような軍事的危険には以下のようなものがある。

(a) ロシア連邦やその同盟国に隣接する領土および隣接する水域における潜
在的敵国による核兵器の運搬手段を保有する一般部隊群の軍備増強。
(b) ロシア連邦を潜在的敵国とみなす国による、ミサイル防衛のシステムと
手段、短・中距離巡航および弾道ミサイル、高精度の通常兵器および極超音
速兵器、無人攻撃飛行体、および指向性エネルギー兵器の配備。
(c) 宇宙空間におけるミサイル防衛および攻撃システムの開発と配備。
(d) ロシア連邦および（または）同盟国に対して使用され得る、核兵器、他
の種類の大量破壊兵器、ならびにこうした兵器の運搬手段の国家による保
有。
(e) 核兵器、その運搬手段、それらの製造のための技術および設備の野放図
な拡散。
(f）非核兵器国の領域への核兵器とその運搬手段の配備。

13. ロシア連邦は、ロシア連邦を潜在的敵国とみなし核兵器および（または）
その他の種類の大量破壊兵器、または一般部隊の高度な戦闘力を有する個別国
家および軍事連合（ブロック、同盟）に対して核抑止を行使する。
14. 核抑止を行使するにあたり、ロシア連邦は同国および（または）その同盟
国に対して使用され得る攻撃兵器（巡航および弾道ミサイル、極超音速飛行
体、無人攻撃飛行体）、指向性エネルギー兵器、ミサイル防衛装備、早期警戒
システム、核兵器、および（または）その他の大量破壊兵器の、潜在的敵国に
よる他国領域への配備を考慮する。
15. 核抑止の原則は以下のようなものである。

(a)国際的な軍備管理義務の遵守。
(b)核抑止を確かにするための活動の継続性。
(c)核抑止の軍事的脅威への適応性。
(d)核抑止の部隊と手段の使用の可能性について、その規模、時期、場所の
潜在的敵国にとっての予測不能性。
(e)核抑止の保証を担う連邦行政機関および組織の活動に対する政府統制の一
元化。
(f)核抑止部隊と手段の構造と構成の合理性、および与えられた任務の履行に
十分な最小レベルにそれらを維持することの合理性。
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(g)選ばれた一部の核抑止部隊と手段を戦闘即応態勢に常時維持すること。
16. ロシア連邦の核抑止部隊は、陸、海、空の核戦力を含む。

III. ロシア連邦が核兵器使用に移るための条件
17. ロシア連邦は、ロシア連邦および（または）その同盟国に対して核兵器お
よび他の大量破壊兵器が使用された場合への対応として、また、ロシア連邦に
対する通常兵器による侵略により国家存亡の危機に瀕した場合において、核兵
器を使用する権利を留保する。
18. 核兵器使用の決定はロシア連邦大統領によって行われる。
19. ロシア連邦による核兵器使用の可能性を特定す条件は以下のとおりであ
る。

(a) ロシア連邦および（または）その同盟国の領域を攻撃する弾道ミサイル
の発射に関する信頼できる情報の受領。
(b) 敵によるロシア連邦および（または）その同盟国に対する核兵器または
他の大量破壊兵器の使用。
(c) 破壊されると核戦力による反撃行動を損なうおそれのあるロシア連邦の
非常に重要な国家または軍施設に対する敵による攻撃。
(d)通常兵器によるロシア連邦に対する侵略行為であってロシア連邦が国家
存亡の危機に瀕する場合。

20. ロシア連邦大統領は、必要に応じて、他国の軍、政治指導者および（また
は）国際機関に、ロシア連邦による核兵器使用の準備態勢、核兵器使用の決
定、さらには使用した事実に関して通知することができる。
（略）

出典：ロシア外務省HPの英語版から訳出
https://www.mid.ru/en/web/guest/foreign_policy/international_safety/
disarmament/-/asset_publisher/rp0fiUBmANaH/content/id/4152094
アクセス日：2021年4月12日

9. プーチン大統領の2018年および2019年施政演説
2018年3月、プーチン大統領は、連邦議員を含むロシア指導者を集めて年

次施政報告演説を行った。その中で大統領は、米国が2002年にABM条約を
失効させ、弾道ミサイル防衛（BMD）構築に走って以後、BMDに打ち勝つた
めにロシアが数々の新概念の戦略兵器を開発したと誇示した。2019年2月、
プーチン大統領は同様な演説を行ない、それら新型兵器の進展を述べた。

Guid
e

❖ロシア連邦議会に対する2018年の演説（抜粋）❖
2018年3月1日、モスクワ

（略）

　米国が一方的に対弾道ミサイル（ABM）条約から脱退して以来、この十数年間、ロシアは、進んだ

設備と武器の開発に集中的に取り組んできた。その結果、戦略兵器の新モデルの開発において大き
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